
令和６年３月分

■ 今月の概況（規模5人以上）

257,852 円 4.6% ↗ ６月連続プラス

9.6 時間 2.1% ↗ １８月ぶりプラス

2,236,396 人 0.9% ↗ ７月連続プラス

１ 賃金の動き

現金給与総額 275,746 円 4.4% ↗ 289,563 円 3.1% ↗

（一般労働者 ( 377,338 円 3.0% ↗ ( 375,521 円 1.1% ↗

（パートタイム労働者 ( 111,701 円 7.1% ↗ ( 127,120 円 8.9% ↗

実質賃金（現金給与総額） 　　　－ 1.6% ↗ 　　　－ 0.2% ↗
    

 きまって支給する給与(定期給与) 257,852 円 4.6% 274,588↗

↘↗

所定外給与（超過労働給与） ↘

↗

円

円

毎月勤労統計調査地方調査 結果の概要 埼玉県

1人平均月間 前年同月比

きまって支給する給与(定期給与)

所定外労働時間

常用労働者数

規模5人以上 規模30人以上

1人平均月間

△ 0.3% 

5.1% 

16,997

 特別に支払われた給与 17,894 円 0.3% 14,975 円

240,855所定内給与

前年同月比 1人平均月間 前年同月比

3.8% ↗

△ 10.3% 

円

253,535 円 4.2% ↗

21,053 円 △ 0.5% ↘
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常用雇用指数

所定外労働時間（右目盛り）
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２ 労働時間の動き

出勤日数 17.1 日 0.0日 → 17.3 日 △ 0.2日 ↘

総実労働時間 130.7 時間 △ 0.7% ↘ 135.2 時間 △ 1.7% ↘

（一般労働者 ( 161.5 時間 △ 1.7% ↘ ( 160.4 時間 △ 2.6% ↘

（パートタイム労働者 ( 80.8 時間 0.5% ↗ ( 87.7 時間 △ 0.4% ↘

（製造業の所定外労働時間） ( 13.3 時間 △ 3.6% ↘ ( 15.0 時間 △ 5.1% ↘

３ 雇用の動き

常用労働者数 2,236,396 人 0.9% ↗ 1,308,269 人 0.7% ↗

（製造業の常用労働者数） ( 369,910 人 △ 0.2% ↘ ( 285,610 人 0.7% ↗

パートタイム労働者比率 38.3 ％ -0.8ポイント ↘ 34.7 ％ -0.7ポイント ↘

 前年同月差

 一般労働者

人

1,380,136 人 3.9% ↗

 パートタイム労働者 人

前年同月比/差

↘856,260

前年同月比/差

△ 3.7% 

 前年同月差

人 2.6% ↗854,726

↘△ 2.7% 453,543

規模5人以上 規模30人以上

時間 △ 1.2% ↘

時間 △ 8.0% ↘ 所定外労働時間 9.6 時間 2.1% ↗ 10.2

1人平均月間 前年同月比/差 1人平均月間 前年同月比/差

 所定内労働時間 121.1 時間 △ 0.8% ↘ 125.0

規模5人以上 規模30人以上

※ ※

※

※
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※

※常用雇用指数とは、当該月末常用労働者数を、基準数値を100として指数化したもの

※
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注１）前年比は指数等により算出した前年からの増減率のため、実数から算出した増減率とは一致しない場合があります。
注２）令和６年１月分において、母集団労働者数の更新作業（ベンチマーク更新）を実施しました。賃金、労働時間及びパートタイム労働者比率の令和６年１月分以降の前年同月比等につ
いては、令和５年１月にベンチマーク更新を実施した参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することで算出するため、指数から算出した場合と一致しない場合があります。
注３）今回の調査対象事業所は1,387事業所、回答事業所数は909事業所、回収率は65.5％です。


